
令和元年度

京都地方税機構

一般会計歳入歳出決算審査意見書

京都地方税機構監査委員



目 次

第１ 審査の対象・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

第２ 審査の期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

第３ 審査の方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

第４ 審査の結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

第５ 審査の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

第６ 実質収支に関する調書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７

第７ 財産に関する調書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８

第８ 意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９

表記に関する注意事項

１ 文中に用いる金額は、原則として10,000円未満を切り捨てて表示した。

２ 千円単位で表示している表中に用いる金額は、特に記載がない限り、

1,000円未満を四捨五入して表示したため、総数と内訳の合計額等が一致

しない場合がある。

３ 文中及び表中に用いる比率は、特に必要があるものを除き、小数点以

下第２位で四捨五入したため、構成比については、総数と内訳の計が一致

しない場合がある。
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令和元年度京都地方税機構一般会計歳入歳出決算審査意見書

第１ 審査の対象

令和元年度京都地方税機構一般会計歳入歳出決算

第２ 審査の期間

令和２年６月から令和２年７月まで

第３ 審査の方法

審査に当たっては、歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質

収支に関する調書、財産に関する調書及び付属書類が関係法令に準拠して

作成されているかどうかを確認するとともに、これらの計数について関係

諸帳簿及び関係資料を照合審査し、併せて関係職員から説明を聴取した。

第４ 審査の結果

審査に付された歳入歳出決算書、諸調書は、いずれも関係法令に準拠し

て作成され、いずれも決算計数に相違ないことを確認した。

予算執行及び財産管理については、適正に行われていると認められた。

なお、審査の概要及び意見は次に述べるとおりである。
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第５ 審査の概要

１ 決算収支の状況

令和元年度の決算額は、予算現額25億7,759万円に対して歳入額25億4,125

万円、歳出額25億4,026万円で、予算現額に対する割合は、歳入98.6％、歳出

98.6％となっている。

決算収支についての状況は、第１表のとおりである。

第１表 決算収支の状況

（単位：千円、％）

年度
元年度

区分

予算現額 Ａ 2,577,593

歳入額 Ｂ 2,541,254

歳出額 Ｃ 2,540,264

形式収支（Ｂ－Ｃ） Ｄ 990

翌年度に繰り越すべき財源 Ｅ 0

実質収支（Ｄ－Ｅ） Ｆ 990

予算執行率
歳入（Ｂ／Ａ） 98.6

歳出（Ｃ／Ａ） 98.6

令和元年度の決算収支は、形式収支において99万円の黒字になっており、翌

年度に繰り越すべき財源はないため、実質収支は99万円の黒字となっている。
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２ 決算の状況

（１）歳入

歳入予算の執行状況は、第２表のとおりである。

第２表 款別の収入状況

（単位：千円、％）

不納 収入
予算現額

収入済額の科目 予算現額 調定額 収入済額
欠損額 未済額

に対する
構成比収入率

負担金 2,567,821 2,532,230 2,532,230 0 0 98.6 99.6

繰越金 1,523 1,523 1,523 0 0 100.0 0.1

諸収入 8,249 7,501 7,501 0 0 90.9 0.3

計 2,577,593 2,541,254 2,541,254 0 0 98.6 100.0

歳入の決算状況は、予算現額25億7,759万円（当初予算額22億5,149万円、補

正予算額３億2,609万円）に対し、調定額、収入済額はともに25億4,125万円で、

予算現額に対する収入率は98.6％である。

主な補正項目は、運営経費負担金の増額（３億2,232万円）、滞納処分費の増

額（206万円）である。

収入済額の内訳は、負担金25億3,223万円、繰越金152万円、諸収入750万円

となっており、款別構成比率は、負担金99.6％、繰越金0.1％、諸収入0.3％と

なっている。
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＜款別状況＞

第１款 負担金

（単位：千円、％）

区分 令和元年度 平成30年度 比較増減

予算現額 2,567,821 2,548,270 19,551

調定額 2,532,230 2,471,961 60,269

収入済額 2,532,230 2,471,961 60,269

不納欠損額 0 0 0

収入未済額 0 0 0

予算現額に対する収入済額の増減 △35,591 △76,309 40,718

予算現額に対する収入済額の割合 98.6 97.0 1.6

ほぼ予算現額どおり収入している。

前年度と比較すると収入済額で6,026万円の収入増となっているが、これは、

主に令和元年度の新たな取り組みである固定資産税（償却資産）課税事務共同

化システム構築に要する経費の皆増（5,665万円）、人件費の増加（2,089万円）、

家屋評価調査分析業務に要する経費の皆減（907万円）及びシステム改修経費

の減少（812万円）等のためである。

第３款 繰越金

（単位：千円、％）

区分 令和元年度 平成30年度 比較増減

予算現額 1,523 1,010 513

調定額 1,523 1,010 513

収入済額 1,523 1,010 513

不納欠損額 0 0 0

収入未済額 0 0 0

予算現額に対する収入済額の増減 0 0 0

予算現額に対する収入済額の割合 100.0 100.0 0
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予算現額どおり収入している。

平成30年度決算の結果、実質収支が152万円の黒字となったため、令和元年

度に繰越金として収入しているものである。

第４款 諸収入

（単位：千円、％）

区分 令和元年度 平成30年度 比較増減

予算現額 8,249 18,266 △10,017

調定額 7,501 17,264 △9,763

収入済額 7,501 17,264 △9,763

不納欠損額 0 0 0

収入未済額 0 0 0

予算現額に対する収入済額の増減 △ 748 △1,002 254

予算現額に対する収入済額の割合 90.9 94.5 △3.6

滞納処分費が見込額を下回ったため、予算現額に対し、74万円の収入減とな

っている。

前年度と比較すると収入済額で976万円の収入減となっており、主に平成30

年度の家屋評価調査分析業務に要する経費に係る市町村振興協会からの助成金

の皆減によるものである。
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（２）歳出

歳出予算の執行状況は、第３表のとおりである。

第３表 款別の歳出状況

（単位：千円、％）
予算現額

支出済額の
科目 予算現額 支出済額 不用額 に対する

構成比
執行率

議会費 1,923 1,311 612 68.2 0.1

総務費 2,574,670 2,538,953 35,717 98.6 99.9

予備費 1,000 0 1,000 0.0 0.0

計 2,577,593 2,540,264 37,329 98.6 100.0

歳出の決算状況は、予算現額25億7,759万円（当初予算額22億5,149万円、補

正予算額３億2,609万円）に対し、支出済額は25億4,026万円で予算現額に対す

る割合（執行率）は98.6％、不用額は3,732万円である。

主な補正項目は、各構成団体からの派遣職員の人件費の増額（３億3,972万

円）、共同徴収システム関連経費の減額（2,398万円）である。

支出の主な内容は、議会費においては、議員報酬、旅費、会議室賃借料であ

り、総務費においては、派遣職員の人件費負担金の他、電算システムの賃借料、

運用・保守料等の事務経費であり、支出済額の大部分は、総務費が占めている。

＜款別状況＞

第１款 議会費

（単位：千円、％）

区分 令和元年度 平成30年度 比較増減

予算現額 1,923 1,920 3

支出済額 1,311 1,444 △133

不用額 612 476 136

予算現額に対する支出済額の割合 68.2 75.2 △7

予算現額に対する支出済額の割合は68.2％で、61万円の不用額が生じている。
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第２款 総務費

（単位：千円、％）

区分 令和元年度 平成30年度 比較増減

予算現額 2,574,670 2,564,626 10,044

支出済額 2,538,953 2,487,269 51,684

不用額 35,717 77,357 △41,640

予算現額に対する支出済額の割合 98.6 97.0 1.6

予算現額に対する支出済額の割合は98.6％で、派遣職員人件費の実績減等に

より、3,571万円の不用額が生じている。

前年度と比較すると支出済額で5,168万円の増となっているが、これは主に

令和元年度の新たな取り組みである固定資産税（償却資産）課税事務共同化シ

ステム構築に要する経費の皆増（5,665万円）、人件費の増加（2,357万円）、家

屋評価調査分析業務に要する経費の皆減（1,814万円）及びシステム改修経費

の減少（1,115万円）等によるものである。

第６ 実質収支に関する調書

審査に付された実質収支に関する調書は、関係法令に準拠して作成され、

計数は正確であると認められた。
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第７ 財産に関する調書

財産等の当該年度における異動及び当該年度末現在高の状況は、第４表

及び第５表のとおりである。

なお、債権及び基金はない。

第４表 物品

（単位：点）

区分 年度中増加高 年度末現在高

共同徴収支援システム機器 0 1

京都府・市町村共同利用型審査システム機器 0 1

課税事務共同化共通基盤システム機器 0 1

京都府･市町村共同利用型国税連携受信サーバ機器 1 1

（注）本表は、１品100万円以上の備品を対象としている。

第５表 その他

（単位：円）

区分 年度中増加高 年度末現在高

両替用現金 0 1,000,000

（注）平成22年度中において、両替用現金100万円を取得している。
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第８ 意見

以上が令和元年度京都地方税機構一般会計の運用状況の審査概要であ

る。

当該年度は、固定資産税（償却資産）課税事務共同化の令和２年度開始

に向けた諸準備を進めた年度であった。また、徴収業務の本格開始から

１０年、法人関係税課税業務の開始から８年、自動車関係税課税業務の本

格開始から３年が経過し、年々収納率が向上しているなど、共同化した業

務が定着し、その成果が着実に現れていると認められる。

少子・高齢化、人口減少が進むなか、地方自治体が多様化する住民ニー

ズに主体的に対応し、地方創生に向けて特色ある取組みを進めていくため

には、安定した財政基盤が不可欠であり、税務行政の一翼を担う税機構に

求められる役割はますます大きくなってくると考えられる。

ついては、今後も引き続き、公平・公正な税務行政を推進し、納税者の

利便性の向上を図っていくとともに、各構成団体の厳しい財政状況を踏ま

え、より一層の効果的・効率的な業務執行が図られるよう強く望むもので

ある。


